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新築住宅（300㎡以上）における省エネルギー基準適合率（全国）
●委員御意見：京都府の新築住宅における省エネルギー基準適合率は、全国平均と比較して高いのか。

全国的にも住宅における基準適合率は60％（住戸単位で75％）程度に留まっており、
2020年に予定されていた住宅の省エネ基準適合義務化は見送られることとなった。

資料：国土交通省

新築住宅における省エネ基準適合率（平成29（2017）年度）

※届出制度によるデータや国土交通省が実施したアンケート結果に基づき面
積ベースで算定。
共同住宅については、届出制度において、住棟単位で提出される省エネ計画
書が１住戸でも基準に不適合の場合は当該計画書が基準不適合となり指示・
命令の対象となることを踏まえ、計画書（住棟）ごとの省エネ基準への適否に
基づき適合率を算定している。なお 、住戸ごとの省エネ基準への適否に基づ
き省エネ基準への適合率を算定すると、大規模住宅は74%、中規模住宅は75%
となる。

H25省エネ基準の完全施行（2015年4月）以降、新築住宅における省エネ基準適合率は上昇
するも、適合率70％前後で高止まりとなっている。

資料：京都府

22
25 23 23

54 56

73
69 69

20

30

40

50

60

70

80

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

％

2015年4月～

H25省エネ基準
の完全施行

2010年4月～

省エネ措置の届出
対象拡大（300㎡以上）

2013年10月～

H25省エネ基準
（住宅）の施行

2017年4月～

非住宅（2,000㎡以上）
基準適合義務化

2020年4月～

建築士から建築主へ
省エネ性能説明
義務化（300㎡未満）

新築住宅（300㎡以上）における省エネルギー基準適合率の推移（京都府）
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